





















This study examines the concepts of “social economy” and “social value” in Korea based on the 
Social Economic Framework Act. Also, through introducing the critical discourse on the making 
of the Social Economic Framework Act it reviews various perspectives and controversy on the 
韓国における社会的経済研究の動向




social economy. In addition, this study understands the trend of social economy research in Korea 
through analysis of the social economy articles published in the domestic learned journals, “Social 
Economy and Policy Research” and “Social Enterprise Research” and finds implications for future 
research. Based on the results of these studies, the implications are suggested on the direction of 
future social economy study and institutional development. In order to progress the social 
economy in Japan, which has practical meaning in civil society, it is necessary to revitalize 
research to analyze the perception and expectations of the “demand” side of the social economy. 
Also, it is necessary to expand the existing perspective by emphasizing mainly visualized results 
for social economy organizations, to provide long-term government support for the formation of 
sound communities and also should be considered that social consensus on government support 
should be reached. Finally, as a concrete alternative, is presented “village enterprise,” which is the 
core factor of Koreaʼs social economy. In “village enterprise” residents take the initiative in solving 
problems in the region and use their human and physical resources.































































































































































































































































































































































社会的企業振興院が社会的価値指標（SVI, Social Value Index）を開発し、社会的経済基本法案と
共に、公共機関の社会的価値実現に関する基本法案が国会で審議されている状況において、社会
的価値をどのように可視化し、評価していくかという論点は、社会的経済組織に対する公共調達
のあり方などとも直結し、極めて重要だと言えるだろう。また、こうした社会的価値の評価は、
単純に雇用創出における量的な成果（何人就職させることができたか）を越えて、社会的経済が
生み出す地域コミュニティの活性化なども視野に含むという点で、社会的経済組織が政府の雇用
政策上の下請け組織としての役割を脱するためにも重要だと思われる。
第二に、社会的価値の議論とも関わるが、社会的経済と地域コミュニティの関係についての論
点も重要な研究上の課題となってきた。一般的な営利企業と差異化し、社会的経済の独自な社会
的価値を提示するためには、社会的経済の地域コミュニティ形成機能や地域コミュニティを基盤
とした当事者のエンパワーメント機能が重要な焦点となるからである。換言するなら、社会的経
済と他のセクターの区別において、その存在価値が浮き彫りになるポイントは、私益を超え、共
益と公益を目指す「コモン」の観点、そして、これを実現するため、自発的に集まり、民主的に
課題を解決しながら、連帯を作り出すコミュニティ形成のプロセスだと考えられる。それゆえ、
生活の場において、地域住民が社会的経済をどのように認識しているのか、実際に当事者の視点
から見た時に、社会的不平等や労働問題がどのように解決されてきたのか、住民自治がどのよう
に構築されてきたのかといったことが詳細な実証研究によって明らかにされる必要がある。
たとえば、近年、マウル企業が法人制度として制度化されようとしてるが、マウル企業育成お
よび支援に関する法案の第２条によれば「マウル」とは、日常的生活を共有する地域内で相互関
係と情緒的共感が形成されているところである。近隣地域を基盤とする「生活の場」で、互恵性
の原理を基に「連帯的経済」を実現していきながら、その地域の問題解決に向け、地域住民が主
体になり、論議するプロセスは「自治」の実現にも重要な意味を有するため、マウル企業は、他
の社会的経済組織より、相互扶助的かつ共同体主義的生活と強い親和性を持っていると考えられ
る。さらに、地域の人的・物的資源を活用しつつ、地域社会の貢献に資するという点は、今日の
社会的経済で看過されている市民社会的価値の肝心なポイントであると考えられる。このような
マウル企業が、今後、韓国で、どのように制度化され、どのような実践が蓄積されていくのか検
討したい。
そして、最後に、以上のような地域コミュニティ形成や住民自治の担い手としての社会的経済
の「社会的価値」を踏まえた上で、どのように政府からの制度的支援を構築していくかという問
いが、今後の重要な研究上のテーマとして強調されるべきである。今日、韓国の社会的経済組織
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にとって、政府支援は財政的な要請などから必須なものとして捉えられているものの、一方で、
行政側の過度な規制と一方的監督に対して不満が生じており、互恵性の原理に基づいた地域コ
ミュニティの再生、アソシエーションの活性化、自治や民主主義といった価値を軽んじたまま、
雇用創出に限定した計量的成果のみが重視される政府支援のあり方は反感を持って受け止められ
ている（キム・ハクシル 2017）。こうした状況において、社会的経済の現場に即した政府の支援
制度をボトム・アップで構築していくためには、社会的経済のアドボカシーやソーシャル・アク
ションの機能がより一層求められる。このような社会的経済を含む市民社会の運動性や政治的力
量をいかにして発展させ、社会的経済の自立性を担保し、単なる行政補完団体としての位置づけ
から脱することができるか、こうした論点を深く考察していくためにも、コミュニティ・オーガ
ナイジングを含む社会運動論的な研究も今後重要になっていくのではないだろうか。
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